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港湾再開発問題に関する基礎的考察

～港湾再開発調査に関連して～
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経済・社会の歴史的進歩とともに交通・輸送の最適体系に関する理念も漸

次変化しつつある。すなわち，経済社会における競争原理の信奉，支配のも

とに，「経済的合理性jの理念が，最適交通・輸送体系の維持，拡充lζ対す

るその組織制度のシステム 費用負担の原則などのうちに明確に貫徹されて

おり，乙の意味ではその「経済的合理性」は「社会的合理性JK適っている

といえよう。乙の点は，港湾輸送の分野にも妥当する。

港湾輸送の組織体系も，とくに大都市港湾ではその変革を成し遂げ，利用
(1) 

者側の経済的要請に十分対応してきている。一方，乙れに対して地方港湾で

は，依然在来型輸送組織体系の基調傾向のもとで利用者側の経済的要請に十

分対応するのlζは，一定の限界があるようである？とりわけ，長き歴史的過

程をもっ港湾のばあいILは乙の向上化は難しい といわれている。乙の乙と

のゆえK，地方港湾でも縫湾再開発問題が台頭しつつある？）

従来，港湾再開発問題Kついては多角的に論じられてはきたが，（4）その評価

をめぐっての体系論は，実証的lと必ずしも十分検討されては乙なかったよう

(5) ~ 
Iζ思われる。乙の小論では，その円lj段としてζうした基礎的ー側面Kついて



160 港湾再開発問題に関する基礎的考察

検討したいと思う。

注 (1) コンテナ・ターミナノレ・ システムでの荷役効率の向上は著しい。乙の点の

詳細な調査 ・研究は，『港連とコンテナ ・ターミナノレ・オベレーション』全

国船内荷役協会，昭和54年10月，においてなされているので参照されたい。

(2) 港湾取扱貨物の特殊性もあって在来型荷役方式によるその絶対的な効率向

上化は短期的に困難である，とされてドる。

(3) 米国の主要港湾でもその再開発事業が大胆IC進められている状況にあり，

他方，欧州 （イギリス，オランダ，スウェーデン，ベルギー，フランス）の

主要港湾でも既存ふ頭などの再開発計画が着々と検討されているようである。

詳細については，「港湾57巻4号J昭和55年4月， 23～46頁を参照されたい。

(4) 乙の問題の本質性などについては，北見俊郎著『港湾総論』成山堂，昭和

47年3月， 90～ 101頁の参照をのぞむと共に，高橋恵三稿「臨海部開発にお

ける若干の問題点の考察」（『港湾経済研究No.15』所収，昭和52年10月） 67 

～77頁，鈴木暁稿「大都市港湾における再開発の論理」（『港湾機能の総合

的課題』所収，＠港湾労働経済研究所，昭和52年4月） 169～ 191頁などを

参照されたい。

(5) 港湾再開発の必要性についての新たな判断基準を明示したものとしては，

坂井吉良稿「老朽化と港湾再開発の必要性についてJ（北海道開発局 ・小樽

市， 『港湾再開発調査報告書』所収，昭和55年3月） 207～253頁を参照され

たい。その方法は，相関分析と回帰分析を用いて港湾施設の老朽化要因を数

量化し，乙れにもとついて老朽化要因を決定つけ，新たな評価基準を導出さ

れている。すなわち， 『貨物量lζ影響を与えている決定的内的要因は土地要

因である。また土地要因のなかでも，道路面積が貨物量の動向に大きな影響

を与えているといえよう。さらに重要な乙とは，ふ頭面積の絶対値よりもふ

頭用地の利用形態（方法）が貨物filH:大きな影響を与えているという乙とで

ある。』 （同書249頁）

1. 港湾開発と港湾機能の変遷

わが国の経済発展の過程で交易手段として海運に優るとも劣らない程度に

(1) 
歴史的に重要な役割を巣たしてきたのが，港湾である ζとはいうまでもない。

すなわち，国民経済，地域経済の形成，発展過程lζおいて，港湾を媒介とし

た都市や地域の交通，経済，生産および流通などの諸機能が順当に発揮され，

乙れにより，都市の経済的 ・社会的諸条件が漸次形成，拡大されて行く。ー
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方で，当該港湾の諸機能を核とする都市や地域の発展が他港湾の機能形成lζ

影響を与えて行くに伴い，相互に，次第に都市・地域経済の諸機能を分担す

るとともにその補完も図り 各々独立した背後圏（商圏）が確立されて行く。

乙うした過程で港湾開発，たとえば，北海道港湾一わけでも小樽港や函館

港などーの開発の意義はきわめて大きかった，といえよう。そのζとが，主
(2) 

として国策的観点から推進されねばならなかったにせよ，地場（地元）資本
(3) 

の発生とその社会的定着をもたらす乙とにより 乙れが港湾労働などの誘因

源として機能し，一方で，鉄道，海運の開通・開設と商社・金融・倉庫など

の流通資本の展開をもたらすとともに，乙れらが派生的にその関係資本と労

働力需要を強め，域内域外聞の物資流通の需給力を漸次高めて行き，その結

果，都市や地域の経済・社会組織を秩序立てその発展方向も規定して行くと

ととなる。

重要な域内拠点港としての開発投資は，上述したように資本と労働力の集

積効果による生産力水準を高める一方，輸送体系の拡充と都市・地域におけ

る公共施設の整備などにより，商業機能の集積・拡大と宅地開発の外延的拡

大がより促進されるに伴い 都市・地域の購買力水準をも高めて行く。乙乙

に，港湾開発による地方港湾都市の成長・発展時代が築きあげられて行く。

乙の時期に港湾施設が格段と整備されるにつれて外貿機能も次第に重要視

され，小樽港では明治32年（ 1899年〕外国貿易港の地位が確立され，大正7

年（1918年） IC:は外部資本の保険業の立地によって・海上運送貨物の経済的取

引に社会的に保障されうる条件が新たに加わり，これにより，荷主の意向も

充足されうるようになる。そして 本土での工業化の進展とともにその動力

源としての石炭需要が増大してきたため，明治37年（ 1904年）には小樽～

函館聞の鉄道を全通させ 42年（ 1909年） Iζは4,000トン級の接岸パースを

完成，そして44年 Cl911年）鉄道高架桟橋を竣工させた。乙れによって鉄道

による石炭輸送のみならず，農産物の輸・移出機能も発揮されうるようにな

る。

一方，明治33年（ 1900年）から38年（ 1905年）にかけて定期船航路が拡

大されるに及んで地場（地元）資本による多角的経営が展開し，乙れにより，
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小樽港の都市・地域経済は内部的にも充実されうるκ至った，といわれてい

る。そして，大正3年（ 1914年），小樽港の鉄道輸送lζよる流通機能を充

実するため運河工事が着手され，同12年 (1923年） Iζ完成し，小樽港機能の

充実が図られて行く。たとえば，その臨海部地区へ大正14年（1925年）から

昭和10年（1935年）にかけて港湾関連業，港運業，包装資材業，海運業など

が立地し，乙の影響をうけて伝統的地場産業ともいわれる米穀，食料品・雑

貨，飼料業などの集積立地はさらに進み，修築工事も漸次竣工し，そして臨

港鉄道工事の完成をみるなど， ζ乙lζ港湾の流通，生産，経済および交通的

諸機能が複合的lζ発揮されるに至り，その取扱貨物量は昭和11年 (1936年）

には大正13年次の約 1.8倍となった。

しかし，小樽港のそのような成長発展時代に，昭和12年 (1937年）以降勃

発した戦争事変によってその商圏の一部乙そ他港湾へ誘引されたけれども，

第2期拓殖計画との関連において同年第 1号ふ頭 25年（1950年） ILは第2

号ふ頭が相次いで竣工し，乙れとともに上匡施設も次第K整備されるに至り，

とくに港湾の流通保管的機能の重要性は ζれが都市背後圏で十分整備され

ていない乙となどからも従来以上K増してきた。 ζのため，荷主資本と海運

資本が港湾流通の効率化の観点から系列化組織により，機能的分化を漸次進

め，より競争促進的な港湾運送体系を形成する一方，乙のような状況下で港

湾運送機能の「横割J体制が確立されて行き，現在，木材，米・麦 ・飼料原

料ぺレット，マトンなどの荷役作業lζζの体制がみられるようである（：）

乙うした小樽港機能の変遷過程で興味ある点は，それが関西 ・中国経済固

における流通経済機能と結合する乙とにより，札幌経済圏から流通資本の誘

引をもたらし，地場（地元）資本と外部資本の競合関係が戦後漸次激しくな

って行き，後者の資本力によって前者の流通機能は次第iζ後退して行くよう

になる。その一方で，第 l号および第2号ふ頭の荷捌 ・保管施設が増強され，

乙れらふ頭の保管対象貨物は主として飼料，肥料，大豆，澱粉，（食料品），
- (5) 

小麦などの伝統的貨物であるため，とくに第2号ふ頑ではその専用貸しの占

める割合も相対的に大きい。

つまり，港湾の流通・保管的機能の重要性は主に伝統的貨物がその対象と
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され，当時は地場（地元）資本がその主力を占めていたのが，戦後は漸次乙

れが外部資本によって代替されて行った，といえるであろう。

機能的に外部資本による市場支配力がつよくなりつつあった状況下で第3

号ふ頭の工事も進み，昭和29年（1954年）にその一部が竣工， 38年（ 1963 

年）木材荷捌施設竣工，そして42年（1967年） には 3号ふ頭が完成峻工し，

乙乙fc小樽港機能の増強が図られたのである。乙の間取扱貨物量は（30年）

350万トンから 500万トン（42年）へと増大し，中央ふ頭の竣工（47年）と

ともlζ順調に伸び53年には 765万に達し，石炭，米穀類，石油製品，セメン

ト， 原木などが主要品目として取扱われている。

乙のように国策的観点から進められた港湾開発は，未開発地域のための拠

点、港としてその経済的条件の基盤形成の役割を担うとともに他方で，資本，

労働および土地，乙れら基本的生産要素の組織的利用をもたらし乙れKより，

国民経済および都市・地域の基礎的発展の機能も発揮し，輸送体系の整備に

伴いその競争促進によって流通機能の拡大を図り，その半面では，主として

系列化による独自の港湾運送機能を内在せしめている。

確かに，拠点港として歴史的に重要な役割を果たしてきた小樽港のこれま

での港湾開発は，上述した限り有効な投資効果をもたらしてはきたが，港湾

競争のより激しい今日，従来の機能だけではその利用度は著しく低下傾向に

向うとされている。乙うした観点から港湾再開発論が台頭しつつある。

以下では，地万港湾附ける利用度の低雨）ζついて若干分析してみよう。

注 (1) 『海運と離れて港湾が別個の存在たりえないことは，現実の立場に立てば

明らかとなるからであろう。それが，乙とさらに斉合性を改めて論じなけれ

ばならないと乙ろに問題があると思う 。一・ーー ー通常，港湾の意義を論ず

る者は，国民経済における港湾の役割とか地域経済における港湾の問題を論

ずる傾向がある。しかし，乙の前提としての船舶の近代化，大型化という条

件に気づかないようである。』岡庭博稿「海運成長の理論仰」（海運第597号

所収，昭和52年6月） 27～28頁。岡庭先生の見解については，別の機会lζ検

討したいと目、う。

(2）井上巽稿 「戦前ICおける小樽の経済的発展J（北海道経済第 172号所収，昭

和53年9月） 4頁

(3) 小樽港の港湾労働の変遜については，徳田欣次稿「小樽港の港湾労働の現
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状J（北海道開発局 ・小樽市，『港湾再開発調査報告書』所収，昭和55年3月）

78～84頁参照。

(4) 徳田欣次「前掲稿jK詳しい。乙の他，神代方雅稿「小樽港の現状と課劃

（『港湾経済研究No.5』所収，昭和42年10月） 85～86頁参照。

(5) 山上徹稿「港湾管理運営の現状と課題」（北海道開発局・小樽市I前掲報

告書』所収） 11 1頁など参照。

(6) 乙の分析に際しては，前記再開発調査・研究の過程で喜多村昌次郎先生，

坂井吉良氏（当研究所研究員）との共同討議によると乙ろが多く，乙乙lとそ

の謝意を表したい。

2. 港湾利用度の現状分析

小樽港がかつて機能的にその背後圏（商圏）を広範囲に独占していた時代

に比べると，今日では道内諸港，とりわけ苫小牧港の影響を最も強くうけて

いるといわれ， 1J、鱒港の背後圏は総体的lζ著しく縮少している。たとえば，

小樽港を経由する主要貨物の内陸流動割合（搬出）をみると（北海道開発局

「昭和53年陸上出入貨物調査」），伝統的な貨物の米穀類，原木類の他石油

類は後志圏への搬出割合がより大きくなっているけれども（各々， 49.6%, 

57. 9 % ' 65. 2 9ぢ） ，金属類，セメント，雑貨などは札幌圏の方へより多く

搬出されている（各々，53.9 9ぢ，66.5%, 44. 7 %）。

乙のばあい，乙れら貨物の最たる港湾利用要因をみると，穀物類・石油類

は「背後輸送j，厚木類・金属類 ・セメ ントなどは「船社」とされているよ

うK，乙のうち「港湾」を最たる利用要因とする貨物はなく，穀物，セメン
(1) 

ト，化学肥料などが乙れを第二次的な利用要因としている状況κある。

背後圏の縮少による港湾機能の相対的な低下は，換言すれば，港湾施設の

利用度（数）の低下は，利用者の絶対数とその利用回数の相対的な減少にもと

づくものと考えられる。 しかも，そうした条件と して代替港（とくに，苫小

牧港など）の供用開始により 利用者の便益の観点からその利用可能性が漸

次高まっていけばいく程 利用者による小樽港の港湾施設の必要性は次第に

低下していくであろう。

以下では，主として小樽港の利用度の変化について利用船舶条件三土地利
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用条件の側面から分析してみよう。

165 

(1) ふ頭利用率

過去10年間のふ頭利用率をみると，小機港ではおおむね0.22～0.23，苫

小牧港では0.50，室蘭港では 0.20となっている。すなわち，苫小牧港の船

舶のけい留時間は小樽港，室蘭港のそれよりもおよそ 2.5倍となっており，

この乙とは，他港からの苫小牧港向け寄航船がより漸増してきた半面，従来，

小樽港や，室蘭港へ寄航していた船舶が漸減してきた乙とを示している。つ

まり，取扱貨物と施設規模・構成などの点から，苫小牧港の方が小樽港，室

蘭港と比べて定期船，大型船などの寄港地として利用されているため，船舶

のけい留時間の面でははるかに安定性がみられる。たとえば， ζれを「標準

偏差」の点からみると，苫小牧港ではわずかに00333であるのに対し，1J樽

港，室蘭では 0.0628～0. 0658となっており，後者の不安定性が顕現してい

る。

乙の点をふ頭別についてみると（図 l参照）小樽港ではとくに第2号ふ頭

の利用度の低下は著しく（？）他方カーフ ェリ ー輸送やセメン 卜・鉄鋼などで重

図 1 小樽港のふ頭利用率
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j主 拙稿「公共雑貨ふ頭の現状分析一利用船舶特性」（北海道開発局・小樽市， f前

掲報告書』所収，昭和55年3月） 143頁，図2以下同じ。

要な役割を果たしている中央ふ頭では，その利用率はおおむね 0.26となって

いる乙とから，総体的には第 l号，2号及び3号の各ふ頭利用率の低下は，

中央ふ頭のそれによってカノぜーされている ζとがわかる。

(2) 本船荷役能率

今回の調査では，苫小牧港の本船荷役能率（ 175. 7トン／時間）は，小樽

港（ 93. 2トン／時間），室蘭港（ 136.3トン／時間）のそれと比べて著しく

高くなっており，乙の傾向は昭和48年以降強くなってきている。乙の点，小

樽港でも同時期IL向上傾向がみられるが， 53年lζは低下している。乙れは「標

準偏差」 の点からみると，苫小牧港の急激な伸長性（55.1トン／時間），小

樽港の着実な成長性（40. 0トン／時間）がうかがわれる（室蘭港は 32.0ト

ン／時間となっている）。

しかしながら，総体的にみたそうした性格を個別的にみると（図2参照），

小樽港では48年以降の中央ふ頭での高生産性（約470トン／時間）Iζ支えら

れたものの第3号ふ頭のその低下傾向は著しい（ 20. 9トン／時間）。乙れを

「標準偏差Jの点からみると， 2号ふ頭（ 2.86トン／時間） ' 3号ふ頭（3.86 

トン／時間）よりも第 l号ふ頭 （5. 24トン／時間）の方が荷役能率は相対

的K変動しやすくなっている ζとがわかる。乙の点は，在来3ふ頭の荷役作
、（4) ロ ー

業効率にほとんど大差がないとすれは，第 l 守ふ~］の方が貨物の取扱いの面

でより時期的変動の影響をうけやすいのではないかと思われる。

乙のように，港全体の本船荷役能率の傾向と各ふ頭の本船荷役能率の傾向

には一定の差がみられるが とくに小樽港で＇i；！；中央ふ頭の高い効率が小樽全

体の効率性を引き上げており 一方苫小牧港と室蘭港では民間ふ頭の効率が

高く乙れが港全体の本船荷役能率を引き上げているものと思われる。ちなみ

に，苫小牧港における公共ふ頭での貨物取扱量は 25.5必，室蘭港では 10.2 

9ぢ（昭和53年）にすぎない。
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（トン／時間）
図2 小織港の本船荷役能率

l, 000 

900 

800 

700 

600 

500 

400 

300 

200 

100 

90 

日（］

70・ 

60 

50 

40 

30 

20 

10 

- ._ 
－’ー一一ー・－－－一司、『『ー ノ＼一．、、ーー ノ＼「 、，、，、

僚準偏差（～／時間）

平均（～／時間1 I 
中央』、頭 I I 
（ただし. 7カ年平均） r f 

403. 86 J 13. 72 

原準偏差（～／時間）

平均（～／時！日］）
,/ I 

＇－~ J’ ',. J号ふ碩
〆～－ - －·‘~－－ ~ 

31. 73 
24. 35 

5. 24 
2. 86 〆 『ー 、、、 〆〆 v 、、、、ーー一？ーーー・ 2号,b,jjj員

3号ふ顕 20. 92 3. 86 

附 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 
和年

j主 前出 「調査報告書」 149頁

(3) ふ頭荷役能率

ふ頭利用率と本船荷役能率は，基本的lとは，当該港湾（ふ頭）への着岸隻

数と当該船舶の積・揚荷率lζ依存すると乙ろが大きい。したがって，ふ頭利
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用率や本船荷役能率が相対的に向上している港湾（ふ頭）では，入港船隻数，

換言すれば取扱貨物量の増大傾向は著しい。

とζろで，入港船舶にとって当該港湾（ふ頭）を利用して本船荷役を行う

場合，その基本的要件は当該ふ頭 ・岸壁の取扱能力にも規定されている。

苫小牧港で、の岸壁 lmあたりの取扱貨物量は，過去10年間でみると3,100 

トンで乙れは小樽港（874トン）の 3.5倍，室蘭港（ 1,710トン）の 1.8倍

であり， 苫小牧港のふ頭荷役能率は著しく高い。苫小牧港の荷役能率の向上

性はその「標準偏差J(l,587トン）の点からも充分うかがわれる。すなわち，

小樽港（ 183トン）の8.7倍，室蘭港（ 582トン）の 2.7倍となっている。

小樽港では，とくに中央ふ頭が注目される。すなわち，同ふ頭の岸壁 lm

あたりの取扱貨物量（4, 042トン）は 他の3ふ頭のおおよそ 9倍から16倍

強となっている。乙れは大部分フェリー貨物の増大lζ起因するものであるが，

中央ふ頭の乙うした顕著な高能率性に対して，他の3ふ頭の荷役能率は一様

lζ中央ふ頭の供用開始とともに51年までかなりの低下傾向をたどり，それ以

降やや持直しはじめている。乙のうち，第 1号ふ頭の荷役能率が他の2ふ頭

と比べてかなり変動的である（図3参照）。

〈’，ノパース・国〉

図3 小樽港のふ頭荷役能率
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船舶のけい留時間とその取扱貨物量との関係は，積・場荷率を捨象すると

結局は．①積揚荷役Iζ対応すべく荷役機械が，当該港湾（ふ頭）で適正f［配置

されているか，あるいは本船側で乙れが充分具備されているかどうか，②

貨物取扱いの時期的変動性に依存するであろう。つまり，当該港湾（ふ頭）

で①の条件lζ欠け①の要件が大きければ，当然、 船舶利用のけい留時間もコ

ンスタン卜には向かわず（ふ頭利用率の低下を招きやすい），乙のため，総

体的lζはけい留 11時間あたりの取扱貨物量（本船荷役能率）も漸減傾向とな

り，その結果，ふ頭荷役能率も相対的に低下して行くであろう。

(4) 土地利用条件

港湾サービスの供給は，一定のふ頭用地のもとで最少の荷役機械と港湾労

働とを合理的に配置し，かつ乙れを管理する機能を合理的なものとする乙と

によってその効率性の追求が可能となる。つまり 通常港湾サービスの生産

性は，各種荷役機械と港湾労働とふ頭用地内lζ配置された各種機能施設の最

適配置，もしくは最適利用に依存するものである。

したがって，乙乙では，土地利用条件（表 l参照）をみようとするのも，

いわゆる「資本Jと「労働Jとの適正な規模と適正な利用方法を分析するた

めに不可欠な要因とされるからである。つまり，土地利用条件のいかんが，

各穣機能施設の利用条件（たとえば，上屋 ・倉庫の専用的利用，荷役機械の

適正配置など）や，船内 ・沿岸荷役作業の荷役効率を規定する傾向がつょい

と考えられるからである。その意味では，乙の土地利用条件が港湾サービス

の生産性，ひいては港湾施設の利用度を決定する重要な要因とされるであろ

つ。

ふ頭利用上，エプロン面積が相対的に多けれは＼当然，乙れlζ適合した荷

役機械志向型の近代的な貨物荷役方式もより可能となり，したがってそれだ

け荷役効率も相対的に向上させる乙とができるであろう。すなわち，中央ふ

頭ではフォークリフトやトラック ・クレーンの他各種コンベア類の荷役機械

も充分配置され，加えて荷役機械の代替的機能を果たすサイロなどの立地も

可能となり，乙のため，大量貨物（バラ・棟・その他貨物）の荷役作業が図
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られ，港湾サービスの生産性の向上が著しい。とく K中央ふ頭では，①鶴港

道路が殆んど鉄道の代替的機能を果たしている乙と，②取扱貨物の性質上，

一時保管施設（野積場）が約10%近くも投入されている乙とは注目されよう。

つまり，乙れら①，②の要件は，船舶の大型化， 高速化などに起因する貨物

荷役の効率化一港湾貨物の誘因化などーにとって不可欠なように思われる。

わけでも，小樽港の在来ふ頭の流通機能を回害している要因は，「土地利用
(5) 

条件」からすれば，近年の輸送手段の変化IC伴う鉄道機能の後退がただちに

鉄道施設の縮少方向と結ひ、つかなかった点であろう。ちなみに，前記在来ふ

頭では，鉄道施設用地の道路施設用地lζ対する比率（60～70%）はかなり高

く ，乙れに対して，苫小牧港のそれ (13～24~ぢ）は著しく小さい。 ζの乙と

から流通機能の向上対策は ふ頭用地の機能的な利用形態を検討する ζとで

あろう。

(5) 若干の問題点

小樽港の在来ふ頭の利用船舶条件は総体的lζ低水準で・あり， しかも，ふ頭

利用率からみるかぎり，それは他港よりもかなり不安定な傾向にあるため，

一方で荷役作業形態の特殊性ともあいまって荷役効率の向上策が図りがたい

状況にある。すなわち，伝統的な「横割作業」体制のもとで十分競争志向型

合理化対策が採りがたくなっている。 とくに，近年苫小牧港との競争が；織烈
(6) 

さを増してきたにも拘らず 商港独自の港湾サービスの供給が容易に弾力的

とはなりえない乙とでもある？乙の点は 基本的には港湾における経済行動

と「人間と組織Jの重要な問題であろう。

商港の港湾サービスの需要量そのものが港湾都市の産業構造の変化lζより

減少すると共K，雑貨輸送の定期船航路の寄港地としてその立地的条件・地

理的条件からも利用者側の要請に十分適応しえていない点K加え，流通機能
一 （8)

を合理的lζ発律するうえでふ頑用地の利用形態の改変が「既得権益Jの問題

などとも絡んできわめて困難となっている。

注（1)道央4港のうち，苫小牧港の背後圏占有割合を主要貨物別にみると，輸送

機械99.9 %， 雑貨82.5 96，金属類79.8%，石油製品68.8%となっている，
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神代方Jfil稿「小縛港の流通機能」 （北海道開発局 ・小樽市， 『前掲報告書』

所収） 41頁。乙の稿ではその詳細な妥因分析がなされているので参照された

し、。

けい留l時間 取扱貨物量
(2) ふ頭利用率＝ ，ふ頭荷役能率＝一一一一ーー一？

24× 365Xパース

取扱貨物量
本船荷役能率＝ ， として表示される。

けい留時間

なお，貨物荷役の諸条例ニについては，松橋幸一稿「港湾貨物荷役特f出（北

海道開発局 ・小樽市，『前掲報告書』） 160～185頁に詳しいので併せて参

照されたい。

(3) 第2号ふ頭の利用率の変動性は「標準偏差Jの点からも明らかであり（し

かし，中央ふ頭のそれよりは相対的に小さい），けい留船隻数が絶対的IL低下

してきている乙とと，その積揚荷率IL:相対的な変動があるようである。乙の

点、は，ふ頭のけい船能力に起因するであろう。

(4) 松橋幸一「前掲稿J172頁。

(5) 乙れは，基本的には，鉄道機能を利用しうる取扱貨物が総体的に減少し，

貨物何役の面でも，鉄道輸送費用が相対的に高いゆえに乙れが充分選択され

なくなり，石炭や鋼材加工品以外にはほとんどみられなくなってきたζとに

起因している。

(6) 乙乙では，在来ふ頭を中心とする港湾サービスの「製品分化」という意味

である。乙の点は，東海林滋稿「欧米における港湾経済の研究JC『関西大学

商学論集第25巻 1号』所収，昭和55年4月）91～97頁IL:詳しし、。

(7) わが国港湾の「ポート・オーソリティJ志向ILついては，とくに港湾サー

ビスと利用者の経済，社会活動等の観点から十分検討する用意があるとされ

ている。乙の点は，今後の過程で再検討して行きたいと思う。喜多村昌次郎

稿「乙れからの港湾問題の焦点JC『港湾第57巻l号』所収，昭和55年 1月）

57～60頁を参照頂きたし、。

(8) 臨港地区内の港湾産業の立地状況なとについては， f出稿 「小樽港の発展過

程」（北海道開発局 ・小樽市， 『前掲報告書』

3. 港湾再開発の基礎的課題

在来ふ頭型港湾施設の利用度がその内部条件を起因として相対的IC低下し，

乙れにより，港湾機能が総体的に低下すると共にその機能回復が外部条件の



港湾再開発問題iζ関する基礎的考察 173 

変化などによってもはや不可能な状況にあるとすれば，乙れの再開発lζより，

港湾都市機能の維持，確保lζ努めなければならないであろう。乙のばあい，

港湾機能の利用者側の諸要請に応える乙とはいうまでもなく，とくに都市機

能への要請がその地域特性一土地利用や就業者構造，年令別人口構成，ある

いは市民意識などーの変動によって多機化しつつある港湾都市では，何より

• (1) 
もそうした社会的要請を十分反映させるべきであろっ。

都市や社会の歴史は確実に進歩しており，確かに，乙れに伴い生産や経済，

輸送などの組織・制度などの面では合理的な体系化が図られ，その意味では，

経済的（機能的）な合理性は確実K追求され確保されているようである。し

かしながら，その半面，それらの組織・制度などの基本原則が，人間的（社

会的）合目的性の見地からあますと乙ろなく検討されているとはいい難い。

港湾機能を総合的に再開発するばあい，経済的条件に加えてそうした社会

(2) 
的条件の見地からも十分検討すべき時期にきているように恩われる。たとえ

ば，上述した問題点なども，歴史的な諸条件のもとで形成され，制度的lとも

のぞましいとされてきた港湾機能の管理・運営の原則や方法一内的要因ーな

どが，港湾都市の経済・社会的諸条件一外的要因ーの変動とともに徐々に改

革されることなしには，改善されえないであろう。

注 (1) とくに，港湾を再開発するうえで留意すべき点ICついては，喜多村昌次郎

稿「港湾再開発の構想」（北海道開発局・小樽市『前掲報告書』所収） 267～ 

269頁を参照頂きたい。

(2) 既成の都市と臨海部の再開発・再編成を図るうえで十分検討すべき点ICつ

いては，北見俊郎著『都市と港一港湾都市研究序説－ j同文館，昭和51年4

月， 196～207頁IC詳述されている。

むすびにかえて

港湾利用度の相対的低下は，基本的iζ，港湾機能の供給側の諸条件がその

需要側の経済的要請に適合しがたくなってきている状況に基づいている。し

かも，港湾機能の外的諸条件は都市・地域の経済 ・社会的変動とともに変化

するがゆえに，都市・地域と一体的lζ発展する港湾機能の再整備が港湾再開

発問題を契機lζ総合的に考えられなくてはならないであろう。


